
施策
番号

施策の名称 施策評価
平成28年度
決算（見込）
額（千円）

目標指標等の状況 実績値

1 安全・安心な学校教育の確保 12,739,868

災害復旧工事が完了した県立学校数（校）［累計］

達成
度(指標測定年度)

88校
(96.7%) Ｂ

・「安心して学べる教育環境の確保」に向けて，3つの施策に取り組んだ。
・施策1については，「災害復旧工事が完了した県立学校数」が平成28年度完了予定の1校の復旧工事が完了しなかったため，目標値を下回ったも
のの，当該1校（仙台三桜高校）は平成29年度中に完了予定である。「スクールカウンセラーの配置率」及び「防災に関する校内職員研修の実施率」
は前年度と同様，目標値を達成している。また，新県立高校将来構想の着実な推進に向けて，平成29年2月に新県立高校将来構想第3次実施計画
を策定した。
・このほか，被災児童生徒等への学用品費等の支給や奨学金の貸付などの就学支援，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の配
置・派遣や教員の加配措置を行ったとともに，新たに市町村が設置する「みやぎ子どもの心のケアハウス」に対する運営支援を行った。また，防災教
育の充実に向けた多賀城高等学校災害科学科の開設，防災主任・安全担当主幹教諭の配置・派遣，「志教育フォーラム2016」の開催や「みやぎの
先人集『未来への架け橋』」第2集に掲載予定の先人30人を紹介するリーフレットの作成･配布など，各取組において一定の成果が見られたことなどか
ら，「概ね順調」と評価した。
・施策2については，「家庭教育に関する研修会への参加延べ人数」が保育所や学校等からの家庭教育支援講座の開催依頼の増加に伴い，参加者
が増加したことから，目標値を大きく上回ったほか，「地域と連携した取組が学校安全計画に位置づけられている学校の割合」では，防災主任研修会
や圏域（地域）防災教育推進ネットワーク会議等の開催により地域との連携が図られ，県内全ての公立学校で計画に位置づけられたことにより，目標
値を達成することができた。また，市町村における協働教育推進協議会等の設置による地域全体で子どもを育てる体制の整備や地域と連携した防災
訓練の実施等による防災体制の構築など，各取組において一定の成果が見られたことなどから，「概ね順調」と評価した。
・施策3については，県立社会教育施設・社会体育施設の災害復旧工事が松島自然の家（平成31年度以降完了予定）を除く全ての施設で完了して
いるほか，「被災文化財（国・県・市町村指定）の修理・修復事業完了件数」についても着実な進捗により目標値を達成することができた。また，みやぎ
県民大学を通じた多様な学習機会の提供，震災の記録を後世に伝えるための「東日本大震災文庫」や「東日本大震災アーカイブ宮城」の公開など，
各取組において一定の成果が見られたことなどから，「概ね順調」と評価した。

・以上のことから，3つの施策を「概ね順調」と評価しており，政策全体としても本県教育の復興に向けたハード・ソフト両方の各取組において一定の成
果が見られたことなどから，「概ね順調」と評価する。

　■達成度　　Ａ：｢目標値を達成している｣（達成率 100%以上）　　　Ｂ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%以上100%未満｣
　　　　　　　　　 Ｃ：｢目標値を達成しておらず，達成率が80%未満｣　　 Ｎ：「実績値が把握できない等の理由で，判定できない」
　■達成率（%）　フロー型の指標：実績値／目標値　　ストック型の指標：（実績値－初期値）／（目標値－初期値）
　　　　　　　　　　　目標値を下回ることを目標とする指標：（初期値－実績値）／（初期値－目標値）

■　政策評価　（原案） 概ね順調

評価の理由・各施策の成果の状況

概ね順調

(平成28年度)

スクールカウンセラーの配置率（市町村教育委員
会・公立中学校・県立高等学校）（％）

100%
Ａ

(平成28年度)

防災に関する校内職員研修の実施率（％）
100%

Ａ
(平成28年度)
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政策を構成する施策の状況

政策名 6
安心して学べる教育環境の確保

【教育】

政策担当部局

評価担当
部局

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策の状況

政策で取り組む内容

平成29年度政策評価・施策評価基本票

政策評価シート（震災復興用） 政策

　震災経験やその後の生活環境の変化に伴い，子どもたちの心は様々なダメージを受けており，また，学校施設等も甚大な被害を受けているなど，
教育を取り巻く環境は未だ厳しい状況にある。このようなことから，宮城の復興を実現するためには未来を担う人材の育成が何よりも必要であることを
踏まえ，家庭・地域・学校の協働のもと，全ての子どもたちが，夢と志を持って，安心して学べる教育環境を確保するため，安全・安心な学校教育の確
保及び家庭・地域の教育力の再構築を図るとともに，生涯学習・文化・スポーツ活動の充実に向けた取組を進める。
　特に，児童生徒等の心のケアの充実，いじめ等の問題行動の未然防止と迅速な対応，学力及び体力・運動能力の向上，学校施設等の復旧に重
点的に取り組む。また，学校等における防災教育の更なる充実と防災機能の強化に努める。

総務部，環境生活
部，保健福祉部，農
林水産部，教育庁

教育庁

平成28年度 6評価対象年度

家庭・地域の教育力の再構築 869,234

家庭教育に関する研修会への参加延べ人数（人）
［累計］

5,121人
Ａ

概ね順調
(平成28年度)

地域と連携した取組が学校安全計画に位置づけ
られている学校の割合（％）

100.0%
Ａ

(平成28年度)

3
生涯学習・文化・スポーツ活動
の充実

1,110,515

災害復旧工事が完了した県立社会教育施設・社
会体育施設数（施設）［累計］

15施設
(93.8%) Ａ

概ね順調
(平成28年度)

被災文化財（国・県・市町村指定）の修理・修復事
業完了件数（件）［累計］

95件
(99.0%) Ａ

(平成28年度)
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・施策1では，震災により被害を受けた県立高校の早期復旧・再建に向け
た取組を着実に進めるとともに，被災した児童生徒等への就学支援や心
のケアを長期的・継続的に行っていく必要がある。また，震災の教訓を生
かし，児童生徒の災害対応能力を高める防災教育を推進するほか，地域
産業の担い手となる人材を育成・確保していく必要がある。

・施策2では，市町村によって，子育てサポーター等が必ずしも積極的に
活用できていないなど，地域で子どもを育てる体制が強化されていない地
域がある。一方，宮城県家庭教育支援チームによる「親の学びのプログラ
ム」講座の実施依頼は増加傾向にあり，各地で親の学習機会の充実が求
められており，県及び7圏域事務所と各市町村の生涯学習部局，保健福
祉部局の連携を図る必要がある。また，地域と連携した防災体制について
は，自治体の防災計画との整合性を確認することや自主防災組織等との
合同研修や訓練を実施するなどの取組が求められている。あわせて，児
童生徒の災害対応能力を高め，防災意識の内面化を図るため，防災副読
本等を活用した防災教育の指導時数を確保する必要がある。

・施策3では，津波で被災した松島自然の家の全面再開に向けた取組を
着実に進めるとともに，再開までの間，県民の生涯学習活動の促進を図る
必要がある。また，スポーツ活動を推進するため，総合型地域スポーツクラ
ブの設置など，県民誰もが身近に運動やスポーツを楽しむことができる環
境の整備が必要である。あわせて，東日本大震災に関する記憶の風化を
防ぎ，震災の教訓を後世や他地域へ継承するために公開している「東日
本大震災アーカイブ宮城」を効果的に利活用するほか，引き続き被災文
化財の修理・修復を適切な進捗管理により進めていく必要がある。

・施策1については，津波で甚大な被害を受けた農業高校と気仙沼向洋
高校の再建，仙台三桜高校の災害復旧工事を適切な進捗管理により進
めるなど，生徒が安心して学べる教育環境の整備に取り組むとともに，市
町村と情報共有を図りながら，公立小・中学校の災害復旧に係る業務等を
引き続き支援していく。また，被災児童生徒等への就学支援については，
長期的・継続的に行っていくために必要な財源措置を国に引き続き要望
していく。
・被災児童生徒等の心のケアについては，各学校へのスクールカウンセ
ラーの配置・派遣を継続するとともに，児童生徒の心の変化をいち早く把
握し，迅速かつ組織的な対応ができるよう，引き続き家庭や関係機関等と
の緊密な連携体制の構築を図る。また，被災地における児童生徒等の心
のケアや対応する教職員等をより直接的に支援するため，教育庁内に設
置した「心のケア・いじめ・不登校等対策支援チーム」及び東部教育事務
所内に設置した「児童生徒の心のサポート班」による実効性のある支援を
展開する。あわせて，いじめ・不登校等により支援を必要とする児童生徒
等の学校復帰や自立支援のために市町村が学校外の支援拠点として設
置する「みやぎ子どもの心のケアハウス」の拡充を図るとともに運営支援を
行っていく。
・防災教育の推進に向けて，将来の地域防災活動の担い手となる中・高
校生を次世代のリーダーとして養成するなど，県内全体の地域防災力の
一層の向上を図る。また，震災からの復興を支える人材を育成するため，
小・中学校及び高等学校における「志教育」を一層推進するほか，現場実
習や実践授業等を通じた地域産業を支える人材の育成・確保にも引き続
き取り組んでいく。

・施策2については，平成29年4月当初に各市町村の担当者に対して研修
会を開催し，家庭教育に関する国・県の施策，家庭教育支援チームの在
り方，子育てサポーター等の積極的な活用や関係機関の連携の在り方等
についての説明を行い，県内全体で共通理解を図る。その上で，市町村
における「家庭教育支援チーム」の設置について支援する。また，その活
用については，「宮城県家庭教育支援チーム」を派遣するなど，スキルの
向上とともに，サポーター間のネットワークの拡充を図る。さらには，保健
福祉部局にも積極的に働きかけ，教育委員会以外の部局での活用を推
進していく。
・各学校において地域と連携した防災体制づくりが促進されるよう，県レベ
ルで，学識経験者，県防災担当部局，教育庁各課室，各教育事務所・地
域事務所，各校長会，PTA連合会等で構成するネットワーク会議を開催
し，関係相互の情報共有を図っていく。また，各圏域，各市町村（支所），
各学校区等の各層におけるネットワーク会議において，地域の災害特性
を考慮した防災教育と学校安全の推進について支援していくほか，防災
副読本等の活用を促進するため，各市町村教育委員会に防災教育推進
協力校における実践事例等の周知を図り，学校の実態に応じて，防災教
育の指導時数を確保した教育課程の編成を推進していく。

・施策3については，平成29年3月から野外活動フィールド内管理棟に事
務所を置き，現在供用開始に向けて準備を進めているとともに，野外活動
フィールドでの事業を行いながら，宮戸島をフィールドとした各種プログラ
ムを開発し，本館・宿泊棟供用開始後の事業が円滑に実施できるよう準備
を進めていく。また，県内全市町村における総合型地域スポーツクラブの
設置に向けて，みやぎ広域スポーツセンターによるきめ細かな支援を行っ
ていく。
・「東日本大震災アーカイブ宮城」については，県内市町村や教育機関等
における防災対策や防災教育での利活用を促進するほか，震災関連資
料を収集・デジタル化し，資料データの更なる充実を図る。また，被災文
化財の修理・修復については，特別交付税が措置される補助事業の継続
を要望していくとともに，修理・修復が進んでいない個人・法人所有の文化
財に対しては，引き続き震災復興基金の積極的な活用を推進していく。

課題 対応方針

政策を推進する上での課題と対応方針　（原案）
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